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序章
日本が超高齢社会 1）となり、10年が過ぎた。また、「団塊の世代」が 65歳以上となる「2015
年」も過ぎたことによって、日本の高齢者人口は増加の一途を辿っている。また、少子化に
も歯止めがかからず、現代の日本は、まさしく「少子高齢社会」の典型となっている。その
ような状況下において、介護が必要となる高齢者の増加も顕著であり、介護保険制度が施行
された 2000年 4月における要介護（要支援）認定者数が約 220万人 2）であったのに対して、
2018年 7月では 644万人 3）と、約 3倍に膨れあがっている。日本の総人口はこの間微減 4）
であるため、介護が必要な高齢者が急激に増加していることがわかる。
それに対して、介護が必要な高齢者を支援する介護職の推移を調べると、2000年に 54.9
万人であった介護職員数が、2016年には 183.3万人と、3倍以上に増加している。この推移
だけ検証すると、介護職員数も介護が必要な高齢者と同様増加している。にもかかわらず、
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抄録
　社会福祉基礎構造改革以前のホームヘルプ制度は、行政処分として措置制度で行われてきた。社会福
祉基礎構造改革以降は契約制度に転換し、市場の開放が行われるとともに、高齢化の進展に伴い、介護
人材不足が顕著となってきた。本稿では、社会福祉基礎構造改革以前における介護人材不足の存在を先
行研究より明らかにするとともに、人材不足解消の方策について論究する。結果として、介護人材不足
について言及されていた先行研究はいくつか存在し、社会福祉基礎構造改革以前に介護人材不足があっ
たことが示唆された。また、その原因としては、単なる賃金の安さだけではなく、制度の未整備や教育
システムの不備などがあったことが明らかとなった。
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年々介護人材不足が深刻化している状況となっている。このように、高齢分野においては介
護人材不足が明白だが、現在障害分野の介護人材不足解消の研究を行っている中で、公的資
料による障害分野における介護人材不足に関する言及が見られていないのが現状である。
今後ますます進展していくと危惧される介護人材不足については、何らかの手立てを要す
ることは明らかであるが、単純に支援者を増加させることで解決できるものではないと考え
る。わが国において介護人材不足がいつ頃から言及されてきたのか、また、介護人材不足解
消の手立てなどが具体的に行われてきたのかどうかについては、現在の介護人材不足解消の
方策を検討する上で不可欠である。
さて、そもそも介護人材不足はいつ頃からいわれてきたのであろうか。介護の社会化が一
般的に浸透してきた社会福祉基礎構造改革（2000年）以降、高齢化の進展に伴い話題として
取り上げられることが顕著となっているが、それ以前について耳にすることがなかったよう
に思う。また、介護を担う人材が主に公務員であった時代であったことから、介護を職業と
する者が多かったのかもしれない。背景の違いはあるものの、今後の介護人材不足の研究を
進めていく上で知っておく必要があり、今後の調査を進めていくにおいては明らかにしてい
く必要があると考えた。
そこで、本論では、先行研究より、法制度下におけるホームヘルプサービス事業において、
介護人材不足に関して言及なされているかを調査し、さらにその中で介護人材不足に関する
要因について言及なされているかを明らかにすることを目的とする。
なお、社会福祉基礎構造改革 5）以前にホームヘルプサービスとして制度化されていた「家
庭奉仕員派遣事業」「身体障害者介護人派遣事業」「心身障害児家庭奉仕員派遣事業」に関する
先行研究は後述することとするが非常に多く存在する。しかし、これらのキーワードに「介
護人材不足」を付け加えると、CiNii6）及び J-STAGE7）において検索結果はともに 0件である。
また、「介護人材不足」のみをキーワードとして検索をした結果、CiNiiでは 39件、J-STAGE
では 13件の検索結果が表示されたが、ともに社会福祉基礎構造改革以降の介護人材不足に関
して言及された論文であった。ゆえに、社会福祉基礎構造改革以前のホームヘルパー制度に
関する先行研究は存在するが、介護人材不足をメインテーマとした研究は管見の限りではあ
るが存在しないこととなる。
研究方法は、まず、社会福祉基礎構造改革以前のホームヘルパー制度に関する文献におい
て、介護人材不足に関する言及の有無を調査する。そして介護人材不足の有無について明ら
かにしていく。さらに法制度の内容や状況などを勘案し、考察を加えていくこととする。
本論の構成は以下の通りとする。
まず、第 1章では、本論において取り扱う法律や制度に関する概要について先行研究をも
とにしてまとめることとする。第 2章では、第 1章の法制度下において運用されていたホー
ムヘルパー制度に関して先行研究よりまとめを行い、介護人材不足に関する言及を抽出する
とともに、考察まで行い、終章へと繋げていく。なお、本論のテーマである「介護人材不足」
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における「介護人材」は、「職業として介護 8）を行う者」と定義する。
第1章　本論で取り扱う各法制度及びホームヘルプサービス事業の概要
第1節　身体障害者福祉法
身体障害者福祉法は、1949年に成立した。当時の理念は「傷痍軍人への施策、身体障害者
の更生を援護する」（倉橋 2000:181）ものであり、介護という概念が大きくはなかった。ま
た、吉田（2015:14）は、身体障害者福祉法制定以前の障害者施策は、「戦後、混乱情勢の中
にあったわが国の障害者対策は収容保護対策が中心であったことに加え、障害者福祉施策と
しては、傷痍軍人に対してのみ適用されていた」としていた。身体障害者福祉法制定後は、
対象者は、働く能力が損傷されている 18歳以上で、身体障害者手帳を受けた者に限定されて
いたため、全ての身体障害者に対して適切な福祉施策が行われてきたわけではない。
当時は終戦を迎え、戦争で障害を負った者に対する支援等が急務とされていた。そこで、戦
争で一定の被害を受けたものなどに対する支援として、身体障害者の他に、戦争で親を失っ
た者、戦争で貧困となった者などを救済するため、福祉三法（身体障害者福祉法・児童福祉
法・旧生活保護法）と呼ばれる法律が相次いで成立・施行された。その後、1964年 8月に身
体障害者福祉法第 21条 39）に「身体障害者家庭奉仕員」に関する記述が追記された。1973
年に「身体障害者介護人派遣事業」10）が創設され、障害者が介護人派遣事業の対象となった
（杉本 2008:144）。しかし、この「身体障害者介護人派遣事業」は、家庭奉仕員派遣事業の派
遣回数や時間数増、家庭奉仕員の勤務体制の弾力化を図ることで、1982年 9月 8日の厚生省
社会局厚生課長通知 11）において、後述する家庭奉仕員派遣事業に統合されたという経緯があ
り、その後、1990年 1月より、「身体障害者居宅生活支援事業」12）として、身体障害者ホー
ムヘルプサービス事業が実施されていくことになった。
この措置制度は長きに亘って続いていくこととなるわけであるが、2000年の社会福祉基礎
構造改革によって、「措置から契約へ」というスローガンのもと、障害者施策も措置制度から
の脱却が見られ、2003年の「支援費制度」へと続いていくこととなる。
第2節　知的障害者福祉法
知的障害者福祉法（旧精神薄弱者福祉法 13））は 1960年に成立、施行された。この法律で
は、知的障害の定義が明確にされておらず、地域間における福祉サービスにばらつきが見ら
れている。堀口（2007:189）は、知的障害者については各都道府県が基準を設け、児童相談
所や知的障害者更生施設が判定を行ってきた経緯を踏まえ、「地域間で基準が一致せず、療育
手帳で利用できるサービスの範囲も異なっていた」ことに言及をしている。知的障害者への
家庭奉仕員派遣事業は、1970年に定められた「心身障害児家庭奉仕員派遣事業運営要綱」14）
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によって始まった。同要綱には対象者に関する明記があり、「重度の心身障害のため日常生
活を営むのに著しく支障がある心身障害児（18歳以上の精神薄弱者及び重症心身障害者を含
む。）」より、家庭奉仕員派遣事業の利用対象が知的障害者へも拡大されたことがわかる。そ
れ以降の知的障害者のホームヘルプサービス事業は、「1970年の心身障害児家庭奉仕員派遣
事業の実施について」という通知が廃止され、新たに心身障害児（者）ホームヘルプサービ
ス事業が 1990年に通知され（小嶋 1995:47）、身体障害者同様、2003年 4月より、「支援費制
度」による契約制度が始まることとなる。
第3節　精神保健福祉法 15）
精神障害者に対する法律は、1950年に精神衛生法が、「精神障害者が精神病院で医療を受
けることができる法律（藤野 2005:206）として成立し、福祉的側面がなかった。精神科病院
を都道府県に義務づけを行う、入院や治療による医療保護を本格化させたことなどが同法の
特徴である。医療に重点を置いたため、結果的に精神科病院が増加し、精神障害者の入院が
加速したことによって、地域で生活を送る精神障害者にとっては「暮らしにくい」面も出て
きてしまうこととなる。1987年に精神保健法へ改正され、目的に「社会復帰の促進と精神障
害者等の福祉の増進（藤野 2005:210）」が加わり、福祉的側面が垣間見えるようになったが、
やはり病院や施設での生活を余儀なくされる精神障害者が多くいたという。そしてその 5年
後である 1993年に精神保健福祉法が成立し、精神障害者のホームヘルパー制度が創設され
た。それと同時に、精神障害者の人権面にも配慮が見られることとなった。また、精神障害
者保健福祉手帳制度も創設され、病院や施設から地域生活を維持・継続していくための支援
も進んでいくこととなる。
精神障害者に対する福祉制度は、同法により措置制度で行われてきたわけであるが、身体
障害・知的障害に遅れること 3年、「障害者自立支援法」（2006年）より、契約制度として福
祉サービスを受けることができるようになった。
また、合わせて発達障害者についても簡単に説明しておく。発達障害者支援法が 2005年に
施行されたことにより、発達障害が定義された。清水（2016:33）は同法について、「我が国
として初めて発達障害の定義や教育等の必要性について規定した法律であり、21世紀になっ
て特殊教育から特別支援教育への転換や、発達障害の理解啓発、発達障害の子どもへの指導・
支援の本格的な開始など、教育のみならず、福祉、医療、労働など幅広い分野に影響を与え
ている。」と言及されている。一方、都道府県や政令指定都市によって障害者手帳の交付基
準が未統一 16）であったり、支援がばらばらであったりという問題点があることも指摘（清
水 2016:34）され、まだまだ十分とは言えない状況ではある。教育の現場においては、2007
（平成 19）年に「特殊教育」から「特別支援教育」へ変わり、通常学級に在籍している発達
障害児も支援の対象となるなど、「個に応じた教育」がなされているようになっているが、発
達障害福祉は、児童福祉法・知的障害者福祉法・精神保健福祉法に腰掛けの状態となってい
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る。制度的には不十分であることを認識し、今後課題としなければならない部分であると思
われる。
第4節　老人福祉法
老人福祉法は 1963年に成立し、今まで生活保護法の下で行われた高齢者福祉を担うことと
なった。砂田（2017:78）は、老人福祉法が、「高齢者福祉の増進に大きく寄与することを目
的に制定したもの」17）と言及している。
高齢分野においては、老人福祉法成立前にホームヘルプサービス事業が各地で行われてい
た。佐草（2009:3）によると、「1956年より長野県が実施した『家庭養護婦派遣事業』、1958
年より大阪市が実施した『臨時家政婦派遣事業』など」が存在し、多くの自治体において独
自事業が展開されていたようだ。宮本（2011:84）も、長野県・大阪市の同制度についての論
を展開している。このホームヘルプサービス事業が全国に拡大したのは、1962年、老人家庭
奉仕員派遣事業が国庫補助事業として予算化されたのが最初である（砂田 2017:77）という。
砂田によると、1950年代前半においては多世代同居が主流であり、在宅介護は家族からの援
助が当然であったが、1950年代後半からの高度経済成長において家族のみで担うのが困難に
なり、次第に家族以外の者による介護が実施されていったという。この老人家庭奉仕員派遣
事業は、1963年に制定された老人福祉法に規定されることとなった。
さらに、臨時的要因として位置づけられていた介護人派遣事業が、家庭奉仕員が臨時的介
護需要に対応することとなったため、家庭奉仕員派遣事業と統合することとなり、ますます
家庭奉仕員の需要が増加していった（須加 1999:96）。
1989年 10月、高齢者保健福祉推進十カ年戦略（ゴールドプラン）が出てから、ホームヘ
ルパーは毎年 5,000人～ 6,000人は増加していった（須加 1999:100）。1995年に新ゴールドプ
ランがスタートし、2000年に介護保険法の施行を迎える。
以上、法律及びホームヘルプサービス事業の概略について述べてきた。次章では、本章で
概説した 4つの法を規定としたホームヘルプサービス事業に関する先行研究について、介護
人材不足に関する記述について考察する。
第2章　介護人材不足に関する言及内容及びその考察
第1節　介護人材不足に関する言及内容
前章で概説した法制度下で運用されてきたホームヘルプサービス事業は、「家庭奉仕員派
遣事業」「身体障害者介護人派遣事業」「心身障害者家庭奉仕員派遣事業」「身体障害者居宅
生活支援事業」など、多種多彩にわたる。本章では、これらをキーワードとした先行研究を
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読み、介護人材不足に関する記述の有無について調査することとした。その結果を表 1に示
す。CiNii及び J-STAGEで検索し、該当した 13文献のうち、3文献において介護人材不足に
関する記述が見られた。記述があった文献、なかった文献に分けて考察を行う。
先行研究 記述の有無 障害 高齢 介護人材不足に関する言及内容
秋山 (1982) ○ × ○ ホームヘルパーの数が少ない。
清野 (1985) ○ × ○ わが国はヘルパー数が少ない。
須藤 (1989) ○ × ○ 90 年在宅福祉サービスの担手を得るのが困難
高橋 (1991) × × ○
小嶋 (1995) × × ○
須加 (1996) × × ○
新村 (2000) × × ○
石田 (2006) × × ○
橋本 (2007) × × ○
渋谷 (2010) × ○ ×
宮本 (2011) × × ○
佐草 (2015) × × ○
山下 (2016) × ○ ×
佐草 (2017) × × ○
表 1　介護人材不足に関する言及（筆者作成）
第2節　介護人材不足に関する記述があった文献の考察
清野（1985:888）は、「要介護高齢者の介護サービスへの家族の努力が限界に達しているこ
とを考えると、その介護需要にはこたえられていないと考えられる。」と、当時、介護人材不
足があったことを示唆している。さらに、その原因を、PDCAサイクルで検討している。そ
こでは、「家庭奉仕員派遣事業を含む老人対策は、立案から実施へ入ったばかりの段階であ
り実施の中心となる介護サービスの内容は十分に評価される実状になっていないと考えられ
る。」と言及し、介護人材不足の原因をシステムの未成熟さであると示唆している。さらに、
「今後増加するであろう寝たきり老人に対して、家庭奉仕員を増員するとともに、専門職と
しての資格が与えられる条件づくりが必要である。さらに、ホーム・ヘルパーの身分保障は
もっとも重要であり、保健婦や看護婦の場合と同様に、ある一定の養成計画をもち、現在の
職業教育の枠を超えた教育計画も必要である。」と結び、介護人材の量と質の向上には教育的
視点が必要であることに触れている。
清野の論で、社会福祉基礎構造改革以前に介護人材不足について言及がなされていたこと
がわかり、介護人材不足について問題意識を抱えていたことが明らかとなった。また、その
原因には、システムの未成熟さが挙げられ、システムの確立とともに、ヘルパーの身分保障・
教育的視点における養成が求められるとしている。身分保障については、当時、すでに家庭
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奉仕員への身分保障や待遇改善などが提起されており、現在同様賃金が低かったという 18）。
この家庭奉仕員の待遇については、渋谷（2010:247）は 1962年 10月に大阪市の家庭奉仕員
48名に対しての実態調査についても触れており、現在の月額賃金が現在の仕事内容に見合う
と思えないと回答した者が 87.5％であったという。しかし、職業に対する家庭奉仕員の心境
の項目について、68.8%が満足していると回答している。待遇がよくないにも関わらず、家庭
奉仕員の職業に関する満足度は低くはない。長野県上田市及び大阪市においては、家庭奉仕
員派遣事業が国庫補助事業化される前から独自事業として取り組んでいる自治体であるが、
そのような先駆的存在である自治体においても全産業と比較して賃金が安く設定されていた
わけである。
須藤（1989:178）は、1990年代の高齢社会に向けてシルバーサービスが「高齢期の生活を
保障するのに足るものか」疑問を抱き、「在宅福祉サービスの実施に当たっては、農村では人
口減、都市では女性の被用者化によって、その担手を得ることが困難となっている。」と言及
している。1990年を前にして、すでに在宅福祉サービスでの人材不足が危惧されていること
がわかる。秋山（1982:88） は、「ホームヘルパーの数字に関しては、 人口が少ないにもかかわ
らず、 スウェーデンで 7万 7千人、オランダで 10万 1千人（1979年）いるのに日本は僅か
に約 1万人である。このようなホームヘルパーの人数で果たして今後の在宅福祉サービスが
推進できるかという問題がある。」介護人材不足による制度の継続可能性について言及してい
る。
須藤・秋山はともにホームヘルパーの量が不足していることに触れており、須藤は「農村
の人口減、女性の被用者化」が原因としている。女性の被用者化については、長野県上田市
における「家庭養護婦派遣事業」では、「戦後における戦争未亡人など寡婦の生活が困窮して
いることが社会問題（渋谷 2010:245）」であった背景下、家庭奉仕員に未亡人が想定されて
いたという、家庭奉仕員は女性である、という認識が強かったと考えられる。秋山は理由を
述べてはいないが、制度の継続可能性に言及しなければならないほど、介護人材不足は深刻
であることを示唆していると考えられる。
以上より、社会福祉基礎構造改革以前の介護人材不足については、
①社会福祉基礎構造改革以前に介護人材不足はあったと考えられる。
②介護人材不足の原因は、システムの未成熟・ヘルパーの身分保障の不備・教育的視点に
おける養成不足・地域要因による担い手の不足が挙げられた。
といえるのではないか。
第3節　介護人材不足に関する記述がなかった文献の考察
他の 10文献については、介護人材不足に関する記述は見られなかったが、介護人材に関す
る記述が見られたため、考察を行う。
宮本（2011:90）の論に、「利用者が現れなかったために、養護婦のなり手もなく、必然的
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に事業が進展しなかった」という記述がある。当時の家庭奉仕員派遣事業は利用者が限定さ
れており、利用者が多くなかった。老人家庭奉仕員派遣事業が国庫補助事業となり、「初年度
の補助受給自治体が 2都県 13市に留まり、その後導入市町村はなかなか伸びなかった（西
浦 2011:88）」ことは、利用対象者が限局されていたことが、却って、介護人材不足を生まな
かったと考えられないだろうか。すなわち、「制度自体にニーズがなく、人材不足が起こりよ
うになかった」わけである。この時期においては、人材不足を引き起こすほど制度自体が広
まっていなかったのであろう。
また、渋谷（2010:246）は、介護人材不足についての言及はないものの、家庭奉仕員の確
保について、「労働者の供給システムを、創設当初から介在させていた点が重要」であると述
べている。すなわち、前章でまとめたとおり、家庭奉仕員派遣事業は、戦後の寡婦に対する
労働補償として創設された事業であるため、需要と供給のバランスが取れるようになってい
るということであろう。寡婦の職業確保と老人福祉の需給のマッチングが功を奏したとする
ならば、この当時に家庭奉仕員の介護人材不足はなかったのではないかと推察される。
高橋（1991:163）が、今後の高齢社会に向けて在宅福祉対策を展開するために、「ホームヘ
ルパーの増員をはかり、訪問派遣サービスを充実することも必要」と述べてはいるが、現状
の介護人材不足に関する言及は見られなかった。
また、新村（2000:171）は、ヘルパーの量産について、「現状では質を無視したに等しいヘ
ルパーの量産が進められている」ことに触れており、質の向上について「ヘルパーに対する
教育・研修制度、およびホームヘルパー利用者に対する消費者教育に関しては福祉先進国の
例を参考にしながら考察することを今後の課題とする」と述べているだけで、介護人材不足
について言及がなかった。
さらに、山下（2016:136）は重度障害者の介護者の確保の点から言及すると、「全身性障害
者介護人派遣事業は使い勝手のよい制度であった。」という。これは、全身性障害者介護人派
遣事業は、資格の有無を問われず、学生のアルバイトなどを雇用することで、人材の確保を
行ってきた経緯がある。しかし、これは単に量だけを確保するということではなく、「障害者
自立生活運動では障害者自身が主体となり，養成を含めた介護者の管理を行うことに意義を
見出してきた」ことで、質の担保も保たれるという。山下の述べる「全身性障害者介護人派
遣事業の使い勝手の良さ」がここにあるとすれば、介護人材不足解消の手立ては制度に関係
してくるということがいえるのではないか。
第4節　結果
各記述を考察した結果、下記のことが示唆された。
①家庭奉仕員派遣事業開始段階では、利用対象者が少ないため、介護人材不足に陥りようが
なかった。
「家庭奉仕員派遣事業」という、ホームヘルパー派遣制度が創設されたにも関わらず、利
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用対象者が限定されており、利用する者が多くなかった。これは前章で述べたとおりである。
ゆえに、そもそも介護人材不足に陥ることがなかった。
②家庭奉仕員の担い手が職業補償を行わなければならない寡婦であったため、家庭奉仕員供
給システムが確立していた。
①と同時に、家庭奉仕員の担い手が寡婦であり、国が職業補償施策として主導してきた経
緯があり、担い手確保が十分に行えていたことが考えられる。
③システムの未成熟さなどにより、需給状況にアンバランスが生じ、介護人材不足を引き起
こすこととなった。
利用対象者が拡充することに伴い、寡婦だけでは追いつかなくなったことが考えられる。
国の施策システムで賄ってきた人材だけでなくなったため、寡婦以外の人材をどこから確保
してくるか、というシステムの未成熟さが露呈してしまった。この時期に介護人材不足に関
する言及があったと考えられる。
④量を増やすだけでなく質も向上させる必要があり、教育システムの確立も重要である。
介護人材不足の解消の手立てとして、量を増やすことを解決策としがちであるが、先行研
究においては、質についての言及もある。ヘルパーへの教育も重要であることが社会福祉基
礎構造改革以前より示唆されている。
終章
本論は、先行研究より、各法制下におけるホームヘルプサービス事業において、介護人材
不足に関して言及なされているかを調査し、さらにその中で介護人材不足に関する要因につ
いて言及なされているかを明らかにすることを目的としていた。先行研究においては、過去
に介護人材不足が起こってきたことが示唆されるような言及があり、その要因については、
システムの未成熟さ・教育システムの確立などに言及されており、単なる処遇の劣悪だけで
はなかった。考察より、時代背景など、多くの環境要因は異なっていると推測されるわけだ
が、これは現在起こっている介護人材不足に共通するところがあるのではないだろうか。
現行のホームヘルプサービスに関する介護システムは、高齢分野では介護保険法、障害分
野では障害者総合支援法 19）である。介護保険法においては、序章で述べたとおり高齢者人
口が増えており、介護報酬の改定や新システムの導入など、3年に 1度の改正を余儀なくさ
れている。また、障害分野は 2000年以降、3度の大きな制度改正 20）が行われており、障害
者を支えるシステムの確立についても現在進行形である感じを受ける。このように、安定し
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ないシステムを抱えることは、過去にも指摘されているように介護人材不足を発生させてい
る一つの要因である可能性はある。制度施行も PDCAサイクルであるため、P：プランや D：
ドゥーの段階においてトライアンドエラーは重要であるが、制度改正（C:チェックと A:ア
クション）がそのエラー部分の改善ではなく、急速な高齢化などの他の要因によって変えざ
るを得ない状況下であれば、この確立も困難かもしれない。しかしながら、改正するならば、
目の前の課題のみを解決するのではなく、長い目で取り組む必要があると考える。また、特
に障害分野においては介護人材不足に関する研究が進んでいないため、介護人材不足解消の
手立て以前に、障害分野の現状を明らかにしていくことが重要であるとも考える。
さらに、介護人材の量の確保だけではなく、質についても言及されており、教育システム
を確立させていくことも課題として挙げられた。これは、現在従事している者に対する教育
もさながら、少し広い概念で捉える方がよいと考える。具体的には、職業として介護職を選
択する者や、それ以前の学生や生徒に対する教育も深めていくことである。それにより、介
護職に就こうとする学生や生徒、転職先として介護職を選択する者などが増加すると考えら
れるためである。当然、教育内容について考慮すべきであるが、一つの介護人材確保策とし
て有効となるのではないか。
このように、介護人材不足の解消に向けてはホームヘルパーの供給システム（法制度）を
確立させることが求められるわけだが、単にヘルパーの量を増やすだけではなく、ヘルパー
を育成する教育システムの包含も求められる。この内容を論究するには先行研究だけでは限
界があり、今後ヘルパーになることを希望する者や、現在ヘルパーとして従事している者に
対する調査が必要であると考える。これらの調査を通して、介護人材不足の本質を追究し、
現在起こっている介護人材不足解消に向けた方策を明らかにしていく所存である。
（注）
1） 日本は 2007年に、高齢化率が 21％を超え、超高齢社会となった。
2） https://www.mhlw.go.jp/topics/0103/tp0329-1-4.html（2018.10.2）
3） https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m18/1804.html（2018.10.2）
4） 総務省統計局のデータによると、2000年 4月の日本総人口は 1.2676億人であり、2018年 4月の日本
総人口は 1.2650億人となっている。「人口統計」（総務局統計局 , http://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.
html,2018.10.2）
5） 1998年、「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」によると、その基本内容として①サービ
スの利用者と提供者の対等な関係の確立、②個人の多様な需要への地域での総合的な支援、③幅広い需
要に応える多様な主体の参入促進、④信頼と納得が得られるサービスの質と効率性の確保、⑤情報公開
による事業運営の透明性の確保、⑥増大する費用の公平且つ公正な負担、⑦住民の積極的な参加による
福祉の文化の創造、などが挙げられた（宮本 2013）現在の福祉施策はこれらを根本として施行されて
いるわけである。
6） CiNii（NII学術情報ナビゲータ）（https://ci.nii.ac.jp/,2018.10.15）
7） J-STAGE（科学技術振興機構）（https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja,2018.10.15）
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8） 「介護」については様々な定義付けがなされているが、本稿における「介護」は「他人によって行われ、
かつ報酬を伴うもの」とし、家族介護やボランティアとは一線を画するものとし、在宅介護について考
える。その内容については根拠法や制度により異なる部分が存在するため、詳細には定めず、幅広く考
えていくものとする。
9） 身体障害者福祉法には、「市町村は、社会福祉法人その他の団体に対して，身体上の障害のため日常
生活を営むのに著しく支障のある身体障害者の家庭に身体障害者家庭奉仕員（身体障害者の家庭を訪問
して身体障害者の日常生活上の世話を行なう者をいう）を派遣してその日常生活上の世話を行わせるこ
とを依託することができる。」と明記されている。（http://www.arsvi.com/s/l3001000.htm,2018.10.2）
10） 丸岡ら（http://www.dohi-lab.arch.titech.ac.jp/theses/MMaruoka.pdf,2018.10.15）によると、身体障害
者介護人派遣事業を一時的介護支援施策と位置づけており、恒常的介護支援施策としている身体障害者
家庭奉仕員制度とは異なるとしている。
11） 82社更 157「身体障害者家庭奉仕員派遣事業運営要綱の改正点及び実施手続等の留意事項について」
より（http://www.arsvi.com/0z/ks/98209080.txt,2018.10.2）
12） 90社更 256「身体障害者居宅生活支援事業の実施等について」（http://www.arsvi.com/0z/ks/99012282.
txt,2018.10.15）
13） 精神薄弱者福祉法が知的障害者福祉法に改称されたのは、1999年である。
14） 昭和 45年 8月 10日発児第 103号「心身障害児家庭奉仕員の派遣事業について」より（https://www.
mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8983&dataType=1&pageNo=1,2018.10.15）
15） 正式名称は「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（1993年 11月 12日法律 89号）」である。
16） 発達障害児者の手帳交付について具体的に述べると、原則、知的障害を伴う発達障害児者は知的障害
者福祉法にのっとり「療育手帳」を交付され、知的障害福祉を受給することとなり、知的障害を伴わな
い発達障害児者は精神保健福祉法にのっとり「精神障害者保健福祉手帳」を交付されることとなるが、
2015年の共同通信社の全国調査によって未統一が明らかとなった。（詳細は清水 2016:34）
17） 老人福祉法第 1条は、「この法律は、老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対し、
その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、もつて老人の福祉を図ることを目的
とする」とある。
18） 渋谷（2010:247）より、全産業平均現金給与月額が 21,161円（1958年度）であったのに対し、家庭
奉仕員報酬は月平均 12,000円（1962年度）であったという。
19） 正式名称は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律」である。
20） 3度の制度改正とは、①「支援費制度」（2003年 4月から 2006年 3月まで）②「障害者自立支援法」（2006
年 4月から 2013年 3月まで）③「障害者総合支援法」（2013年から現在まで）を指す。
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